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本研究は，世界第 2 位の自動車保有台数を有し，さまざまな道路交通問題が生じている中国について，

その将来予測のためのモデルを提案するものである．具体的には，1998年から 2018年までのパネルデ

ータをもとに，従来の研究で扱われてきた所得やナンバープレート規制に加えて，人口密度，道路・公共

交通インフラおよび自動車関連税制を変数として，中国 31 省市における自家用・営業用別乗用車・貨物

車台数を説明する動的パネルモデリングを行った．  

 

     Key Words: Car Ownership, Forecast, China, Taxation, Population Density 

 

 

1.  はじめに 

 

近年，中国においても，他の自動車先進国と同様に，

自動車の保有・利用による交通事故・騒音・渋滞・大気

汚染・気候変動などのいわゆる外部不経済が大きな問題

となっている．例えば，中国の自動車からの燃料消費量

は 2010年から 2017年で 26％増加し 1)，2017年の北京の

平均渋滞時間は毎日 2時間 40分となっている 2)． 

中国における自動車保有については，近年積極的に研

究が行われている．呉ら（2014）3)は中国 31 主要な都市

の保有台数について分析し，所得に加えて都市率や交通

インフラが影響を与えていることを明らかにした．甘ら

（2019）4)は，個票データを用いて Gompertz 曲線をあて

はめ，現在の自動車所有の成長パターンが続く場合，中

国の自家用車の在庫は 2040年に 4億 3000万台に達する

と予測した．劉ら（2019）5)は，4つの主要都市（北京，

上海，天津，広州）の一人当たり所得を説明変数として

千人あたりの自家用乗用車保有台数に成長曲線をあては

めて，ナンバープレート規制が自動車保有に与える影響

分析を行った．馬ら（2019）6)は Gompertz 曲線をあては

め一人当たりの GDP は自動車保有率に影響を与えてい

ることを示した．貨物車に関しては，霍ら（2012）7)は

2007年と2011年に中国の5つの都市で，サイズとテクノ

ロジーが異なる 175 台のディーゼル貨物車からの HC，

CO，NOx，PM2.5の排出量の測定結果を報告している． 

しかし，(相互に相関している可能性もあるが)人口密

度，自動車関連税や交通インフラ整備水準が，自動車保

有に及ぼす影響についての分析は著者の知る限りない．

また，台数で約 2割，燃料消費量の約 6割を占める 8)貨

物車については，保有台数の推定や予測は行われていな

い．さらに乗用車・貨物車を，税制の異なる自家用・営

業用にわけて推定している研究も見当たらない． 

そこで，本研究は，中国 31 省市を対象に，人口密度

および自動車関連税を変数として加え，自家用・営業用

別乗用車および貨物車の保有台数の推定式を作成するこ

とを目的とする． 

 

2. モデルおよびデータ 

 

本研究では自家用・営業用別乗用車および貨物車保有

台数について，31 省市を対象とした Dynamic panel data 

analysis（動的パネルデータ分析）を行う（Arellano, M., and S. 

Bond , 1991)．  

 

      log(yit)=αlog(yit-1)+βxit+ ui＋eit                            (1)  

 

ここで，yitは省・市 i・年 t の（一世帯あたり）自家

用・営業用別乗用車および貨物車の保有台数を表し，xit

は説明変数ベクトルを表す， α，βはパラメータ，uiは

固定効果， εitは IIDのエラー項である． 

パラメータの推定にあたり，1988 年から 2018 年まで

の 31 省市の集計された省レベルのパネルデータを収集

した．記述統計を表-1に示す．また図-1に 31の省市別

2018年における車種別保有台数を示す．この図からわか

るように，自動車保有台数の約 8割は自家用乗用車であ

り，自家用・営業用貨物車が 1割程度を占める． 
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図-2  人口密度と世帯当たり自家用乗用車 

 保有台数の散布図 

 説明変数については，これまでの自動車保有に関する

文献を参考に，所得，人口密度，交通インフラの整備水

準などのデータを収集するとともに，対数や階差をとる

など工夫を行って決定係数の最大化を図る． 

人口密度と世帯当たり自家用乗用車保有率，そして地

域所得と営業用貨物車保有台数の散布図を図-2, 3 に示

す．人口密度については関係はわかりにくいが，地域所

得が増加すると台数も増加していることがわかる． 

この動的パネルデータのモデル推定については，いわ

ゆる内生バイアスが生じるため，Generalized Method of 

Moments(一般化モーメント法)を用いてパラメータ推定

を行う． 

 自家用・営業用別乗用車・貨物車について計 4本の式

を推定するが，これらの式間の誤差の相関のチェックは

まだできていない．今後の課題である． 

  

図-3  地域所得と営業用貨物車保有台数 

の散布図 

データ 最小値 最大値 平均値 標準偏差

自家用乗用車(万台) 0.31 1762.61 188.14 281.42

営業用乗用車(万台) 0.02 98.57 4.95 8.13

自家用貨物車(万台) 0.03 144.09 25.42 26.12

営業用乗用車(万台) 0.03 144.02 28.56 25.73

都市の人口密度(人/km^2) 25.0 6307.0 2168.2 1360.3

人口一万人当たり道路延長(km/人) 15.9 284.3 32.4 35.2

高速道路延長(km) 0 8347 2107.18 1806.8

人口一万人当たり鉄道延長(km) 0 5.04 0.9 0.79

世帯所得(yuan) 14,504 171,136 53,123 31,281

人口（万人） 252.0 11346.0 4290.6 2737.6

世帯数(万戸) 37.3 3502.7 1291.5 822.5

乗用車年間保有税(yuan) 0 480 241.28 200.82

貨物車年間保有税(yuan) 0 96 43.85 38.53

定義および出典：

1.乗用車年間保有費用＝1.6L小型乗用車(代表車種はVolkswagen Polo)・燃費11km/liter・年

間走行距離を10,000㎞と仮定した年間燃料費用＋保有税＋減価(10,000yuen）｜The Global

Economy・中国 税務局・自動車サイト“汽車之家”

2.貨物車年間保有費用＝軽型貨物車(代表車種は江淮駿鈴)・年間走行距離を50,000㎞・燃費

8km/literと仮定した年間燃料費用＋保有税＋減価(10,000yuen）　｜The Global

Economy・中国 税務局・自動車サイト“汽車之家”　 なお

3.その他のすべてのデータの出典は中国統計年鑑

図-1 2018年中国31省市車種業態別自動車シェア 

(PCAR ・PTRUCKは自家用乗用車と貨物車，BCAR・BTRUCKは営業用乗用車と貨物車) 

 

表-1 データ一覧表 
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3.  結果 

 

表-2に推計結果を示す． 

(1)乗用車 

自家用については，前年度世帯あたり保有台数の係数

が0.95と高い値で推定された（毎年，5％程度の廃車が

生じていると解釈できる）．そして世帯所得から年間の

乗用車保有費用（代表的な車を設定し，保有税および年

間走行距離および燃費から計算される燃料費用の和）が

前年より増加すると世帯あたり保有台数は増え，また

（都市）人口密度が前年より増加すると，台数は抑制さ

れると推定された． 

 営業用については，図-1に示したように，保有台数が

少なく，かつ減少傾向にあることもあり，ラグ項以外に

統計的に有意になる変数は見つけられなかった．今後，

自営業者数などのデータを収集し，より説明力の高いモ

デリングができないかについて検討したいと考えてい

る． 

 

(2)貨物車 

自家用・営業用ともに高い説明力を有するモデルが推

定された．人口密度が高くなると保有台数が抑制される．

また自家用では，保有費用が前年より高くなると台数が

抑制されると推定されたが，営業用では保有費用は有意

に推定されなかった．道路整備水準の上昇により貨物車

保有が増加するが，自家用では人口あたりの道路延長の

増加量，営業用では高速道路延長の増加量を用いたとき

に最も説明力が高くなった． 

なお鉄道については延長を考慮したが，ともに道路の

整備水準のみを用いた方が説明力が高かった．今回は省

市間の空間的な関係を無視しているため，今後，道路や

鉄道ネットワークを考慮することで，より精度の高いモ

デルができないか検討する予定である． 

 

4. おわりに  

 

本研究では，推定式を作成したまでであり，残差の解

析および残差の相関を考慮した推定はまだできていない． 

今後，モデルの改良を行った上で，将来予測および人口

密度・税制変更の影響分析を行いたいと考えている． 
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表-2 世帯当たり乗用車保有台数の推定 

<自家用＞       

被説明変数：log(世帯当たり保有台数) 
乗用車 貨物車 

係数 z 値   係数 z 値   
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FUTURE FORECAST MODEL FOR THE BUSINESS AND PASSENGER CARS 

AND FREIGHT  VEHICLES  OWNERSHIP IN 31 PROVINCES AND CITIES IN 

CHINA  

 

Jiangdong LU, Masayoshi TANISHITA 

 
This study proposes a model for future car ownership prediction of China, which has the wrold second 

largest number of automobiles. In this study, we target on the ownership of private and business passenger 

cars and freight vehicles in 27 provinces and 4 cities in China. In addition to the income and license plate 

regulations that have been analyzed in previous studies, we estimated the variables of population density, 

road / public transportation infrastructure, and car-related taxation using dynamic panel model. 
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